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１ はじめに

1978年改革開放の政策が実施されてから20年あまりの歳月が流れた。改革開放政策を堅持し

てきた結果、中国経済の飛躍的な発展が世界からの注目を浴びるようになった。しかし、工業

化と都市化が飛躍的に進行することに伴い、生産性の高い工業部門と生産性の低い農業部門の

二極分化は顕在化している。現在の中国の経済構造は、典型的な二重経済構造である。労働市

場についても、都市と農村とで労働量や賃金の決定方法が異なる二重労働市場の構造を有して

いる。

こうした背景の中、近年の中国では農村から都市への労働移動が急増している。これは経済

的、政治的、文化的要因が絡んで作用する結果であるが、その中で最も大きな要因は拡大しつ

つある都市・農村間の経済格差である。2002年一人当たり GDP が40646元1）と最も高かった上

海と3153元と最も低かった貴州省の農村の約13倍の格差があった2）。あまりにも加速度的に拡

大した経済格差は、経済的に貧しい地域から経済的に豊かな地域へ労働力の移動をもたらすの

は当然のことである。経済発展を経済発展の重心が農業部門から工業部門へと移っていく過程、

つまり、工業部門に従事する労働者数が農業部門に比べて相対的に大きくなっていく過程と捉
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１）2004年11月現在のレートは、１元＝約12.33円である。

２）『中国年鑑2004』のデータによるものである。
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えるならば、長期的には農村から都市への労働移動は経済発展にとって好ましい現象である。

しかし、短期的には急激な農村から都市への労働移動は様々な弊害を引き起こす。例えば、治

安悪化、エネルギー不足等である。このような弊害があるため、中国政府は農村から都市への

労働移動を抑制しようと戸籍制度や口糧制度といった様々な政策を打ち出してきた。しかし、

ここ十数年、経済格差の拡大と農村余剰労働力の圧力により、中国政府は人口移動を厳しく抑

圧する制度を緩和する方向で政策の転換を行なっている。その結果、厳しく制限されていた農

村地域の労働力が、制度的規制の緩和を契機として、都市地域へと激しい勢いで移動している。

とは言え、制度が緩和されたものの、戸籍制度は依然として存在しており、中国政府の人口移

動を抑制する姿勢は基本的に変わっていない。

本論文ではこのような認識に立って、経済学的な視点から農村から都市への労働移動のメカ

ニズムを説明し、その上で、農村から都市への労働移動そのものが経済発展の観点から本当に

望ましいものなのかどうかを分析していく。まず、第２節では、中国における人口移動の実態

を概観し、人口移動の背景、現状及び要因について述べる。第３節では、分析の基礎となる労

働移動モデルを提示する。加えて、政府の行う労働移動抑制政策がどのようなマクロ経済効果

を持つのかを分析する。最後に第４節で結論を述べる。

２ 中国における人口移動の実態

2.1 人口移動の背景と現状

中国では、所得の地域間格差が拡大している。その結果、低所得の農村から高所得の都市へ

人口移動が増加し続けている。しかし、食糧の自給自足を確保しながら、急激な都市人口の増

加とそれに伴う社会混乱や経済的対立の発生を防止するために、1949年の建国以来、中国は

様々な政策を打ち出し、人口移動を厳しく制限してきた。人口移動を抑制する主な手段として、

１戸籍制度、２口糧制度、３労働就業制度がある3）。

１ 戸籍制度

中国の戸籍制度では、公民が農村から都市へ流入するには、都市労働部門での採用証明書、

学校への入学証明、あるいは都市戸籍登記機関の移入許可証明書を常住地の戸籍登記機関に提

出の上、流出の手続きの申請を行わなければならないと規定されている。また旅行・出稼ぎ等

の短期滞在にも抄本の携帯が厳しく義務付けられている。つまり、中国において戸籍はパスポー

トのような役割を果たしている。

２ 口糧制度

口糧制度とは、都市戸籍を持つ者に対してのみ食糧の配給を行う制度である。農村戸籍を持っ

たまま都市に移り住んでも食糧が手に入らない。そのため、戸籍変更なくして都市への移住は

事実上不可能であった。口糧制度は戸籍制度を補強するための制度である。

３ 労働就業制度

都市での就業を国家の労働部門によって統一的に管理する制度で、具体的には、労働者の職

業を国家によって指定してしまう制度である。労働就業制度も口糧制度同様、戸籍制度を補強

３）中国における従来の労働移動管理状況については前田（1996）、若林（1996）、大島（1996）を参照のこと。
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するために設けられた。

1978年の改革開放政策の実施に従い、これらの制度は部分的に緩和された。1984年から、農

民が自ら資金を用意し、必要な食糧を手に入れ、都市へ出稼ぎに行くことが許されるようになっ

た。さらに、1993年に食糧配給制度の完全廃止とともに口糧制度は消滅した。労働就業制度に

ついても、市場経済化の過程で消滅していった。戸籍制度は依然として残されたものの、口糧

制度と労働就業制度の廃止は農村労働力の都市への移動を容易にした。そこで、「農民就労ブー

ム」が現れた。しかし、急増した農村労働力の移動は社会治安や交通運輸などの問題をもたら

した。そのため、一部の都市では農村労働力の流入を制限するさまざまな条例を施行すること

となる。2000年に入ってから、中国政府は戸籍制度を維持しながら、農民の都市への流入と就

業に対する制限を撤廃し、都市と農村の労働市場の一体化を逐次実現し、農村労働力をいっそ

う合理的に秩序だって就業させるという方針を打ち出した。これを反映して、中国の農村労働

力の都市への出稼ぎ人口は急増することとなる。表1は1978年以来、都市で就業している出稼

ぎ農民（農民工）の人数とそれが都市就業者に占める割合の推移を示したものである。2002年

時点では1978年の367万人から9672万人まで上昇し、その規模は都市就業者の2.9％（1985年）

から39％（2002年）へと膨大な規模に達し、都市労働力の最大勢力となっている。さらに、統

計上の不完全性や一時的に就業先を見つけられない人も存在していることを考慮に入れれば、

実際に都市に流入した農村労働力の数は統計の数字をはるかに上回ると考えられている。

2.2 人口移動の要因

ここ数年激しい勢いで急上昇する農村から都市への人口移動の要因は経済的要因、政治的要

因、文化的要因の三つに分類することができる。以下でそれぞれについて詳しく考察する。

１ 経済的要因

①経済格差の拡大

1949年の建国以来、維持されてきた社会主義的平等原則が1980年代以降放棄され、それに代

わって、豊かになれるところから先に豊かになればよいとする「先富論」4）に基づく政策が施行

表１ 都市部の就業構造

単位：万人、％

年度 国有単位 集団経営単位 その他経営単位 農民工 都市就業者総数

1978 7,451 78.3 2,048 21.5 15 0.2 8,514

1980 8,019 76.2 2,425 23.0 81 0.8 10,525

1985 8,990 70.2 3,324 25.9 127 1.0 367 2.9 12,808

1990 10,346 60.7 3,549 20.8 835 4.9 2,311 13.6 17,041

1995 11,261 59.1 3,147 16.5 2,939 15.4 1,693 8.9 19,040

2000 8,102 35.0 1,499 6.5 5,387 23.2 8,163 35.3 23,151

2002 7,163 28.9 1,122 4.5 6,823 27.5 9,672 39.0 24,780

出典）『中国年鑑2004』のデータに基づいて作成



─ ─326

NUCB JOURNAL OF ECONOMICS
AND INFORMATION SCIENCE vol. 49 No. 2

されてきている（植田、2002）。｢先富論｣ の原則の下で、一部の地域と一部の個人は経済的に

豊かになった。しかし、アンバランスな発展の危険性を内包する「先富論」の欠点はここ数年

浮上してきている。改革開放政策は政策的に沿海部の経済発展を優先的に進め、内陸部の開発

を後回しにしたため、沿海部と内陸部間で著しい経済格差が発生した。2002年の一人当たり

GDP の水準から見ると、上海部や広東部をはじめとする沿海部では14000元を超える地域が数

多く見られるが、内陸部では、ほとんどが7000元以下の低水準にとどまっている。GDP が最も

高い上海市（40646元）と最も低い貴州省（3153元）の格差は、2002年時点では12.9倍もの開

きが生じている（中国統計年鑑，2002）。経済発展に伴い発生した地域間の経済的不均衡と産業

構造との関係に注目すると興味深い関係が見て取れる。表２は各省を沿海部と内陸部、さらに

は各省がどの産業に特化している地域であるのかをまとめたものである。表２から明らかなよ

４）「先富論」とは、長年に渡って維持されていた社会主義の平等原則を放棄し、一部の地域、一部の人間が先

に豊かになることを認める中国政府の政策である。その具体的な措置としては、沿海部に経済特区、経済技術

開発区を設置することである。これらの沿海地域において、税制上の減免措置、海外資金の自己調達の自由

化、エネルギーの安定供給などといった優遇措置が講じられた。中国政府の狙いは経済特区と経済技術開発区

が沿海地域でベルト状につながり、対外開放の先頭として中国経済の発展を牽引し、内陸部を支援、先導する

ことであった。

表２ 中国の産業構造

重加工業特化地域 軽加工業特化地域 資源開発特化地域 農業特化地域

沿
海
部

遼寧 北京 天津 上海 江蘇 浙江 広東 河北

山東 福建

内
陸
部

黒竜江 陝西 山西 青海 寧夏

新疆

四川 広西 江西 湖南

内モンゴル 貴州 河南 安徽 雲南

湖北

吉林

甘粛

出典）丸山（1994）に基づいて加筆

表３ 都市と農村の収入と消費水準の推移

年度

１世帯

当たり人数

年間１人当たりの

収入（元）

年間１人当たり

消費水準（元）

生活水準

格 差

都市 農村
農 村

純収入

都市

可処分収入

全国

平均

農村

世帯

都市

世帯

都市

／農村

1978 133.6 343.4 184 138 405 2.9

1980 5.54 191.3 477.6 236 178 496 2.8

1985 5.12 3.89 397.6 739.1 437 347 802 2.3

1990 4.80 3.50 686.3 1510.2 803 571 1686 3.0

1995 4.48 3.23 1577.7 4283.0 2236 1434 4874 3.4

2000 4.20 3.13 2253.4 6280.0 3397 2037 7402 3.6

2002 4.40 3.04 2475.6 7702.8 3791 2259 7972 3.5

出典）『中国年鑑2004』のデータに基づいて作成
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うに、沿海部には工業特化地域が集中しているに対して、内陸部には農業特化地域が集中して

いる。牧野（2001）が指摘したように、沿海部と内陸部の格差は主として後者の農業への依存

の高さに起因するものと考えられる。すなわち、沿海部と内陸部の経済格差は都市部門と農村

部門の格差を反映しているものと言える。

表３は1978年から2002年までの農村と都市の所得水準、消費水準をまとめたものである。

2002年度の農村における住民一人当たり年間純収入は2000年度に比べて、9.86％増の2475.6元

であった。一方2002年度の都市住民一人当たり可処分所得は2000年度に比べて22.66％増の

7702.8元であった。都市の収入は農村部の３倍強である。消費水準から見ても、2002年度では

全国平均で都市は農村の3.5倍であった。特に都市の中で最も消費水準の高い上海と農村の中で

消費水準が最も低い甘粛とでは13倍の格差があった5）。中国政府の沿海部優遇政策は工業化と

都市化を推進する政策である。しかし、こうした政策の結果、都市を中心に豊かさを享受でき

る層と農村に貧困のまま取り残された層との格差が急速に拡大している。あまりにも大きい経

済格差は農村労働力の都市への移動をもたらす最大の要因となっている。

②農村労働力の過剰

中国は一人当たりの耕作可能な土地の割合が少ない国である。『中国環境状況公報2000年版』

のデータによると、2000年における中国の耕地面積は前年より168.62万ヘクタール減少し、

12593万ヘクタールとなり、人口一人当たりの耕地面積は0.1ヘクタールに足らずである。これ

は世界の平均値の半分以下である。また、中国統計当局の数字によれば、2001年の農村労働力

は４億8200万人で、前年より0.6％相当の267万人が増加し、全国労働力総数の約70％を占め

ている6）。土地は増加しないが、人口は絶えず増加し続けている。人口に比べて土地が少ない

という状況はますます進展し、農村における余剰労働力問題は深刻度を増している。汪（2002）
によれば、労働力と土地の適正な比率から計算すると、中国では農業に１億人前後の労働力が

あれば十分である。このことは、３億人以上の労働力を農業以外の業種に就業させる必要があ

ることを意味している。

２ 政治的要因

中国統計当局の数字によると、中国の農村人口は8億7377万人で、全人口の71%を占めてい

る7）。農村に住む８億という膨大な人口規模それ自体が、巨大な経済的・政治的影響力を有し

ている。つまり、農民の意識次第で、政治路線の基本方向や経済発展のパターンが変更される

可能性がある（植田、2002）。1978年の改革開放以来、経済の重点は工業部門が集中している

沿海部に置かれ、都市と農村の経済格差は広がる一方である。さらに、先に概観したように、

農村の余剰労働力問題は極めて深刻な状態にある。経済格差の拡大および膨大な余剰労働力は

中国社会に大きな圧力をかけており、これらの問題を解決することは中国社会の安定に必要不

可欠である。中国政府はこうした圧力に直面し、戸籍制度の改革を行った。具体的には、「暫定

居住証」制度8）や「戸籍移転」新政策9）などである。農村から都市への人口・労働力移動を原則

５）中国の各省の都市と農村の消費水準の詳細について付表１を参照のこと。

６）『中国年鑑2004』のデータによるものである。

７）同上。

８）省を出て大都市に就労する農民に「暫定居住証」を交付する制度である。「暫定居住証」を受けた農民は都

市での就労は合法的になる。
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的に制限する「戸籍法」はなお現行法規のままであるが、戸籍制度改革に従い、都市に就労す

るための農民の移動は可能となった。また、前述したように、計画経済から市場経済へ転換す

る過程で、長い間維持されていた「社会主義の平等主義」の原則が撤廃され、口糧制度と就業

制度は廃止された。こうした制度改革は農村労働力の都市への移動をさらに加速させる要因と

なった。

３ 文化的要因

都市と農村の経済格差は長期的に存在しているため、収入の少ない農民は社会的地位が低く、

「貧乏」の象徴となっている。農民たちは自分の社会的地位を高め、貧しい農村から脱出したい

という願望を持つのも当然である。経済の改革を推進する過程で、貧富の差は激しくなり、「富」

が一部の人達に集中するようになった。一部の富裕層の豊かな生活を見て、多くの貧困層がこ

うした生活に憧れ、お金に対する執着心を強め、拝金主義の風潮が形成されるようになった。

また、官僚腐敗問題の深刻化に伴って、政府への不信感が強くなり、これまで人々の行動規範

であった共産主義の信念は希薄し、その代わりに拝金主義が人々の行動を左右するようになっ

た。この拝金主義の浸透が、農村から都市への人口移動を加速させる要因となっている。

以上述べてきた経済的・社会的・文化的要因が相まって、現在の中国における農村から都市

への大規模な人口移動が発生・拡大している。ますます拡大する農村と都市の経済格差は人口

移動の直接的な要因である。また、農村において大量に存在している余剰労働力の存在、農民

への偏見、拝金主義の風潮が間接的に人口移動を促した。さらに、政府の人口移動抑制政策の

緩和は、抑圧されていた人口移動を活発化させた。しかし、戸籍制度は依然として存在したま

まであり、農民工に対する医療保険、住宅補助、年金保障などといった社会福祉も、まだまだ

不完全である。つまり、中国政府は人口移動をある程度認めているものの、基本的には人口移

動を抑制する立場をとっている。しかし、巨大な経済格差が存在している現状では、農村から

都市へ移動する人口は絶えず増加し続けている。

2.3 人口移動の意義とその問題点

１ 人口移動の意義

農村から都市への人口移動は、中国社会によってプラスの効果を有している。第１の点は、

都市就業者の39％に占める農村からの労働力が都市の経済発展に積極的な役割を果たしている

点である。移動人口の労働活動から見ると、就職先は土木建築業、紡織業に集中している（丸

山、1994）。都市においては、ホワイトカラー労働者の賃金の上昇は、ブルーカラー労働者の賃

金の上昇を上回っていると言われている。そのため、労働集約型の企業は、都市在住の労働者

から従業員を確保することがより困難になりつつある。そこで、不足しがちな労働力を補った

のが農村からの労働者であった。丸山（1994）は、建築業や紡織業など都市労働者が敬遠する

職場では、農村から来た出稼ぎ労働者が労働力の主力となっていると指摘している。

第２点目は、農村から都市への労働移動が経済的・政治的圧力の軽減に貢献している点が挙

９）一定の条件を満たす農民に都市への戸籍移転が可能にする制度である。たとえば、都市の機関・団体・企業

事業単位・工業商業サービス業により管理者もしくは専門技術者として招聘され、満１年以上就業している場

合、また同様に契約制従業員として招聘され、満２年以上就業し、所属組織が都市への戸籍移転を同意する場

合、都市に住宅を購入している場合、などである。
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げられる。先に述べたように、農村に大量に存在する余剰労働力は、中国農村の経済発展、中

国社会全体の秩序、政治的安定に大きな負の影響をおよぼす可能性がある。その意味で、農村

から都市への人口移動は農村の過剰労働力が有する様々な経済的、政治的圧力を緩和するもの

と考えられる。

第３に、経済格差縮小に貢献している点である。都市で働く農村からの移動労働者は都市で

獲得した収入の一部を仕送りとして農村に送っており、これが地元家族の生活水準の改善や地

元農村の発展にとって重要な財源となっている。また、出稼ぎ労働者が帰省に伴い、地元に持

ち込んだ都市の新しい文化、先進技術は、地元農村の発展を促すものと考えられる。この意味

でも、人口流動は農村と都市の経済格差を縮小することにつながっている。

２ 人口移動の問題点

農村から都市への人口移動は社会にとってプラスの面を有する一方で、マイナス面も持って

いる。マイナス面で特に深刻な問題としては次の三つが挙げられる10）。

第１が、治安の悪化である。流動人口による犯罪は治安の悪化に深く関わっている。中国の

経済の中心である上海のケースを見ると、2003年上海市の刑事事件のうち、移動してきた人に

よる犯罪が60％を占め、特に都市と農村の境と言える境界地域においては80％以上が移動して

きた人によるものであった11）。この事実からも人口移動の増加が犯罪の増加と密接な関係であ

ることが窺える。

第２が、都市に流入した出稼ぎ労働者の子息の教育問題である。中国では、原則として戸籍

の無い子息の学校への入学を許可していない。そのため、出稼ぎ労働者の子息たちは正規の学

校教育を受けることができない。このように出稼ぎ労働者の子息は正規都市居住者の子息とは

差別される傾向にあるため、出稼ぎ労働者の子息は孤立感と反社会な考え方を持つようになる

危険性がある。また、長期的に見ても、教育を受けることのできない出稼ぎ労働者の子息は、

将来就職することが困難であり、生活を維持できない危険性がある。そのため、これらの子息

たちは社会治安の悪化の潜在要因となりうる。

第３が、都市の社会インフラ不足の問題である。人口移動に伴い、都市の居住人口は急激に

増加しており、都市の現存の交通施設に大きな負担をかけることになる。実際に、現在の中国

の都市部ではバスや電車の混雑、道路の渋滞は日常茶飯事になっている。また、都市人口の増

加は、水、電気、石油といったエネルギー不足の問題も引き起こしており、特に経済発展の速

い沿海部においてその状況は深刻である。さらに、エネルギーの消費量の増大は大気汚染の大

きな原因となっている。首都北京を例に見ると、ここ数年、濃霧や黄砂の天気が多く、人々の

生活に大きな影響を及ぼしている。濃霧により高速道路や空港が閉鎖され、交通手段が麻痺状

態になることはしばしばである。また、黄砂による喉、鼻、目などの健康被害を訴える人も急

増している。

10）今井宏（2003）のように、人口移動は都市部の失業問題を悪化させると指摘する人もいる。一般的に、労働

需要量が一定すれば、労働人口の増加は労働力の供給の増大を意味し、失業者の増加と失業率の上昇をもたら

す。しかし、人口移動による都市労働人口の増加は必ずしも失業率の上昇につながるとは言えない。この点に

関しては、本論の「労働移動モデル」の中において詳しく分析する。

11）『上海青年報』2004年11月13日のデータによるものである。
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これまで議論してきたように、農村から都市への人口移動にはメリットとデメリットの両面

が存在する。次節では、農村と都市間の労働移動を経済学的視点で検証する。具体的には理論

モデルを提示し、政府が行う労働移動抑制政策がどのようなマクロ経済効果を有するのかにつ

いて分析を行う。

３ 労働移動モデル

農業部門（農村）と工業部門（都市）間の労働移動に関する理論モデルはこれまで数多く構

築されてきた。初めて、農業部門と工業部門間の労働移動に注目し、経済発展のメカニズムを

解明しようとしたのが Lewis（1954）である。その後、Ranis & Fei（1961）により、Lewis 理論

の総括的な改良と精緻化が行われた。さらに、農業部門と工業部門間の賃金格差に着目し、農

業部門と工業部門間の労働移動のメカニズムを説明したのが、Todaro（1969）に始まる一連の

研究である12）。本論文では、Todaro 型モデル同様、農業部門と工業部門との賃金格差が部門間

労働移動を引き起こす要因と捉えた理論モデルを提示し、現在の中国における労働移動のメカ

ニズムとその経済全体に及ぼすマクロ経済効果を分析する。

3.1 モデル

労働市場

経済は農村の農業部門と都市の工業部門の２部門から構成されているものとする13）。経済全

体の労働人口を１に標準化し、農業部門で雇用されている労働者を 、工業部門で雇用されて

いる労働者を 、農村から都市へ移動してきて工業部門での就業していない失業者を とする。

農業部門ではすべての労働者が雇用されており（農業に従事しており）、失業は存在しないもの

と仮定する。つまり、総労働人口は

＋ ＋ ＝1

と表現できる。また、総労働人口が１であるので、 , , は総労働人口に占める各労働者

のシェアをも示している。

労働需要関数

農業部門及び工業部門の両部門では労働のみを用いて生産を行うものとする。農業部門は農

業財を、工業部門は工業財を生産するものとし、両財は共に貿易可能な消費財であると仮定す

る。農業部門の生産量（ ）は

＝ (１)

12）Todaro (1969, 1976), Harris & Todaro (1970), Vanderkamp (1971), Bhagwati & Srinivasan (1974), Corden(1974),
Corden & Findley (1975), Fields (1975), Calvo (1978), Neary (1981), Salvatore (1981), Takagi (1984), Djajic (1985),
Panagariya & Succar (1986), Gang & Gangopdhyay (1987), Chen & Choi (1994), Krichel & Levine (1999), Agesa (2000),
Bhatia (2002) など数多くの研究がある。

13）都市の工業部門は、生産性の低い部門と生産性の高い部門とに分類することができる。しかしここでは農村

からの移動労働者が就業可能な生産性の低い部門についてのみ考察を加える。つまり、本論文の理論モデルで

用いる「工業部門」とは都市に存在する生産性の低い部門を指す。



─ ─331

中国の二重労働経済と経済発展

で与えられる。つまり、１単位の労働投入量に対して１単位の農業財が産出される。工業部門

では代表的な会社（representative firm）１社が、規模に関する収穫逓減で特徴付けられる生産

技術を用いて生産を行っているとする。この時、工業財の生産量（ ）は

＝ , ＞0, "＜0 (２)

で与えられるものとする。

ここで、小国の仮定を設け、農業財及び工業財の価格は国際市場から与えられるものとする。

さらに、簡単化のために、農業財と工業財の相対価格を１に標準化する14）。

農業部門では利潤ゼロの長期均衡が成立しているものとする。農業部門での利潤（ ）は

－ であるので、利潤ゼロということは、式 (１) を考慮すると、 ＝ であること

を意味する。つまり

＝1 (３)

である。式 (３) は農業部門での労働需要曲線を表しており、 ＝1 という賃金水準であれば、

すべての労働者が雇用されるということを意味している。

工業部門には代表的な会社が利潤の最大化を行っているものと仮定する。工業部門での利潤

（ ）は

＝ － ＝ － (４)

で与えられる。代表的な会社は雇用量を調整して利潤の最大化を行うので、工業部門での労働

需要関数は

＝ (５)

となる。これは、賃金が上昇すると労働需要量が減少し、賃金が下落すると労働需要量が増加

する関係を表している。

労働移動関数

農村から都市への労働移動は両部門の賃金格差が主要因であるとするHarris-Todaro型の労働

移動関数を仮定する。移動労働者は危険中立的で、移動後の期待賃金と農村での賃金を比較し

て、移動するか否かの意思決定をする。つまり、都市での期待賃金が農村での賃金よりも高い

水準にある時、農村から都市への労働移動のインセンティブが発生し、労働移動が起こる。都

市の工業部門への就職は都市居住者のみが可能であり、その確率は、 / ＋ である。期

待賃金は工業部門での賃金に就職確率を乗じたものであり、 / ＋ となる。これが農

村での賃金 よりも高い時、労働移動が発生する。都市の労働人口（都市居住人口） は都市

で雇用労働者 と失業者 の合計であり、その増減は以下のように表現できる。

＝
＋

－ , ＝ ＋ , 0 ＝0, ＞0 (６)

は の時間に関する微分を表している。式 (６) は農村から都市への労働移動が都市での

14）農業財をニュメレールとしてその価格を１、工業財に価格をとしても議論の本質は変わらない。
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期待賃金と農村での賃金の差の関数であることを示している。農村から都市への労働移動が停

止するのは、両部門間の賃金格差が消滅した時、つまり以下の条件が満たされた時である。

＝
＋

(７)

式 (７) は都市での失業者数を工業部門での賃金及び雇用量の関数として定義している。人口

移動は都市の失業者数が増加し、農村の賃金と都市での期待賃金が等しくなるまで続く。

農村から都市へ移動してきた労働者は就業しているか失業しているかのいずれかである。都

市で失業している労働者は、何らかの手段・方法で農村の賃金と同水準の賃金を獲得している

ものと仮定する15）。また、農村から都市への移動労働者は農村にいる家族への仕送り等に加え、

移動に伴うコストを負担しているため、移動労働者には都市の工業部門で働く際に、「最低許容

賃金」というものが存在する。従って、雇用者はその最低許容賃金で労働者を雇用することと

なる。移動労働者の最低許容賃金が工業部門での賃金水準となり、その最低許容賃金が工業部

門での雇用量（ * ）を決定する。移動労働者の最低許容賃金（ * ）を以下のように仮定する。

* ＝ 1＋ ＋ ＝1＋ ＋ , ＞0 (８)

ここで、 は外生的に与えられた移動に伴うコストを表すパラメーターである。 は、農村か

らの都市への労働移動に対する政府の立場を表した政策パラメーターである。 が正の値の時、

政府は労働移動を抑制しようという意思を持っており、 が負の値の時には政府が労働移動を

奨励する立場にあることを意味する。つまり、政府が労働移動を制限しようとする場合、政府

が行う労働移動抑制政策は移動を希望する労働者にとって様々な手続きや費用が発生すること

を意味する。一方、政府によって労働移動が奨励されている場合、極端な場合には、政府が補

助金を支払ってでも労働移動を促すことが考えられる。このような時、 は負の値をとる。

式 (４) と式 (８) から明らかなように、農村の賃金水準（ ）、移動コスト（ ）及び政策か

ら派生する移動のコスト（ ）が上昇する時、移動労働者の最低許容賃金は上昇し、都市工業部

門での雇用量は減少することがわかる。ここで興味深いのは、農村から都市への労働移動を政

府が抑制しようとすればするほど、工業部門で雇用される労働者の数が減少してしまうことで

ある。これは、農村からの労働移動を制限した結果、都市居住者数が減少し、都市における労

働市場が競争的ではなくなった結果、賃金の上昇、雇用の減少がもたらされるからである。

＝1 という関係を考慮して、式 (８) の関係を (７) 式に代入すると、

＝ ＋ * (９)

を得る。式 (９) から明らかなように、都市での失業が工業部門での雇用量、農村からの移動

コスト、政府が行う労働移動政策に対して労働者が負担するコスト或るいはベネフィットに依

存していることを示している。また、式 (９) は、都市での就業者と失業者の比率（ / * ）が

一定であることを示している。つまり、都市の工業部門での雇用量が増加する時、同じ割合で

失業も増加する。

15）実際に中国の都市失業者は、靴磨きや小物販売、手工業生産などに従事していて最低限の収入を得ている。
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政府の予算制約

一般に都市失業者の存在は社会的コスト16）を発生させる。都市失業者１人当たりの社会的コ

ストを とすると、社会全体でのコストは となる。政府はこのコストを都市の就業者への

所得税という形で賄い、その所得税率（ ）は均衡予算により決定されるものとする17）。つまり、

＝ (10)

が成立するように、税率が決定される。式 (９) 及び式 (８) を考慮して、式 (10) を変形すると

＝
＋

1＋ ＋
(11)

を得る。式 (11) から明らかなように、所得税率はパラメーターのみの関数となっている。

労働市場の均衡

図１は労働市場の均衡は描いている。左側の縦軸に工業部門での賃金を、右側の縦軸には農

業部門の賃金をとり、横軸には労働者数をとっている。OO' は総労働者数（＝１）を表してお

り、点 O から右に向かって工業部門での雇用者数が、点 O' から左側へ農業部門の雇用者数が

取られている。右下がりの曲線 LDm は都市の工業部門の労働需要曲線で、式 (５) の関係を表

している。これは、賃金が上昇すると労働需要量が減少し、賃金が下落すると労働需要量が増

加する関係を表している。工業部門での賃金は、式 (８) で定義された移動労働者の最低許容

賃金 * であり、それが工業部門での雇用量 * を決定する。図１の Em が工業部門での均衡

を表している。都市での失業 は式 (９) で与えられる。総労働者数から工業部門の労働者と

都市の失業者を差し引いたものが、農業部門の労働者（ ）である。

16）具体的には治安維持のための費用や行政管理のための費用などが存在する。

17）中国では、都市失業者及び農村の労働者から徴税を行うことは困難であり、政府が徴税可能なのは都市で働

く正規労働者のみであるという現実がある。

図１ 労働市場の均衡
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3.2 比較静学

ここでは政府が行う労働移動抑制政策の経済効果について分析する。労働移動抑制政策の強

化は の上昇で表わされている。

まず都市の失業者数と政府の労働移動政策とがどのように係わっているのかを検証する。式

(９) を で微分し、式 (５) と式 (８) を加味して変形すると、

＝ * 1－ ＋
1＋ ＋

, (12)

を得る。但し、 ＝－ * / * / * / * ＞0である。 は労働需要の賃金弾力性を表してい

る。式(12)から明らかなように、労働需要の賃金弾力性が小さい場合、つまり が 1＋ ＋ / ＋

よりも小さい場合には、労働移動抑制政策の強化（緩和）が都市での失業を増加（減少）させ

る。しかし、労働需要の賃金弾力性が大きい場合、つまり が 1＋ ＋ / ＋ よりも大きい

場合には、労働移動抑制政策の強化（緩和）が都市での失業を減少（増加）させる。

次に、都市での失業率が政府の労働移動政策とどのように係わっているのかを見ていく。都

市の失業率は は / ＋ と定義できる。式 (９) の関係を考慮すると

＝
＋

1＋ ＋
(13)

を得る。都市の失業率が政府の労働移動政策とどのような関係にあるのかを見るため、式 (13)

を で微分すると

＝
＋

1＋ ＋ 2＞0 (14)

を得る。政府が労働移動を抑制しようとすればするほど、かえって都市の失業率が上昇するこ

とを式 (14) は示している。逆に言うと、都市の失業率を減少させるためには、農村からの労

働移動を促進したほうが望ましいということが言える。

次に労働移動抑制政策の所得税率にどのような影響を及ぼすのかを検証する。式 (11) を

で微分すると、

＝ 1＋ ＋ 2＞0 (15)

となる。式 (15) から明らかなように、労働移動抑制政策の強化が所得税率の上昇をもたらす。

ここで興味深いのは、失業者数の増減とは関係なく、労働移動抑制政策の強化が税率の上昇を

引き起こすことを式 (15) が示している点だ。これは、 の上昇が工業部門での賃金上昇と、雇

用の減少をもたらし、その結果、１人から徴収する税率が上昇するからである。

最後に労働者の総所得に対する労働移動抑制政策の効果を検証する18）。労働者の総所得（ ）

は ＋ ＋ となる。ここで式 (３)、式 (８)、及び ＝1－ － の関係から、労働

者の総所得（ ）は

＝1＋ ＋ (16)

と表現できる。式 (16) を で微分すると

18）本モデルでは、労働者所得の総額は国民全体の所得総額をも意味している。
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＝ * 1－ ＋
1＋ ＋

(17)

を得る。式 (14) の右辺は式 (12) の右辺と同一である。両式から見てわかるように、都市での

失業者が増加（減少）する時、労働者全体の総所得も増加（減少する。これは、(ⅰ) 労働者全

体の総所得が本質的に工業部門の雇用労働者数に依存していること、(ⅱ) 工業部門の雇用労働

者数と失業者との比率（ / * ）が一定であること、に起因している。労働需要の賃金弾力性

が小さい場合、つまり が 1＋ ＋ / ＋ よりも小さい場合には、労働移動抑制政策の強化

が都市での失業を増加させるが、同時に総労働者所得の増加をももたらす。一方、労働需要の

賃金弾力性が大きい場合、つまり が 1＋ ＋ / ＋ よりも大きい場合には、労働移動抑制政

策の強化は都市での失業を減少させるが同時に総労働者所得を減少させる。

４ 結 語

本論文ではじめに中国で現在、急増している農村から都市への労働移動の現状とその要因を

検証した。その後、農村・都市間の経済格差から発生する労働移動のメカニズムとそのマクロ

経済効果について理論的な分析を行った。一般的に、経済発展の重心が農業部門から工業部門

へと移っていく過程、つまり、工業部門に従事する労働者数が農業部門に比べて相対的に大き

くなっていく過程と捉えるならば、長期的には農村から都市への労働移動は経済発展にとって

好ましいものである。しかし、短期的には急激な農村から都市への労働移動は様々な弊害を引

き起こす。中国においても、農村から都市への移動労働者の増加は、治安や社会秩序の維持を

困難とし、犯罪を増加させ、治安の悪化を引き起こしている。このため、中国政府は農村から

都市への労働移動を抑制しようと戸籍制度や口糧制度といった様々な政策を打ち出していた。

しかし、経済格差の拡大と農村余剰労働力の圧力の結果、中国政府は厳格であった労働移動抑

制政策の緩和を強いられ始めている。

本論文で提示した理論モデルでは労働移動抑制政策のマクロ経済効果について分析を行った。

理論モデルから得られた最も興味深い結論は、労働移動抑制政策の強化が必ずしも都市の失業

及び失業率を減少させる方向には働かないという点である。労働移動抑制政策が都市の失業者

数にどのような方向で作用するかは、工業部門における労働需要の賃金弾力性に依存しており、

その効果を特定することはできなかった。一方、失業率については、労働移動抑制政策の強化

が常に都市における失業率の上昇をもたらすことを理論モデルは示している。つまり、政府が

労働移動を抑制しようとすればする程、かえって都市の失業率が上昇してしまうことが示され

ており、都市での失業率を減少させるためには、農村からの労働移動を促進したほうが望まし

いということを理論モデルは結論付けている。理論モデルは、都市失業者の存在が社会的コス

トを発生させる場合、政府が行う労働移動抑制政策の強化は工業部門の労働者に対する所得税

率の上昇をもたらされることも示している。このことは、労働移動抑制政策の強化が都市失業

者の減少を可能にしたか否かにかかわらず、労働移動抑制政策の強化は常に所得税率を上昇さ

せることを意味している。政府が行う労働移動抑制政策の強化が総労働者所得の及ぼす効果は、

工業部門における労働需要の賃金弾力性に依存しており、一般にその効果を特定することは困

難である。

本論文は、現在の中国で社会問題となっている農村から都市への労働移動の現状、要因、発
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生メカニズムとそのマクロ経済効果について理論的な分析を行った点では意義がある。しかし、

経済発展という視点からの分析については十分とは言い難く、この点が今後の研究課題といえ

るであろう。
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